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（１）沿革

設置経緯

見直しの動向

役割（2017年時点）

（２）　組織体制

常勤職員数 10 人
うち常勤研究員数 0 人
非常勤研究員数 0 人

庶務体制

市民参加、外部連携

（３）会計

2017年度予算
2016年度決算
2015年度決算

順位
1位
2位
3位
4位
順位
1位
2位
3位
4位

千円
千円
千円

補助金等収入

自治体の内部組織の場合の
事業活動収入の主な内訳
（多い順に選択）

収入種別

事業収入
その他（会費収入）

特に行っていない　

研究所内で行っている。

正会員、賛助会員等との連携

17,604
16,700
14,829

収入種別

会計規模※人件費・間接費（オフィス賃借料、水道光熱費等）は含まない

自治体の内部組織以外の団
体の場合の事業活動収入の
主な内訳
（多い順に選択）

専門性確保に関する特徴
（複数選択可）

専門的な知識を有した研究員の採用　　
外部有識者の活用（研究員として採用した者を除く）
大学・非営利活動法人等と連携した研究の実施　　
設置市の企画部署と連携した研究の実施　　　　　
設置市の関係部署と連携した研究の実施　　　　　
その他

高等教育機関と地域社会を結ぶ架け橋としてその役割を十分に果たすよう、教育・研究機関の
地域への開放と、地域社会における知的ニーズを融合し、民学産公の協働による新しい｢地域
の大学｣をめざしている。

２　組織動向

2005年5月24日

三鷹市

鈴木　典比古（理事長）

三鷹市が市政運営の基本として掲げる協働のまちづくりを具現化する取り組みとして、高等教
育機関が持つ知的資源や情報等の活用、および市民や研究者、民間企業、行政関係者の交
流、学習の機会や共同研究の場などを通じて、社会に広がる課題を解決し、地域のまちづくり
や新事業創出など産業の活性化を図るため、2005年度に開始した事業である。

三鷹ネットワーク大学推進機構

東京都三鷹市下連雀３－２４－３
三鷹駅前協同ビル３階

0422-40‐0313

0422-40‐0314

http://www.mitaka-univ.org/

info@mitaka-univ.jp

１　組織概要

設置形態（択一）

自治体の内部組織
常設の任意団体（提言等を行う会議体型の団体も含む）
公益法人（財団法人・社団法人）
大学の附置機関
広域連合
その他（特定非営利活動法人） 



組織名 三鷹ネットワーク大学推進機構

（１）活動実績
調査研究の概要

（研究成果を閲覧できる機関（国会図書館等）や
URLがある場合は末尾に記入）

市庁舎が建設から５０年が経過（昭和４０年築
造）し、老朽化が進んでいること、災害時にお
ける庁舎の機能の重要性が認識されたことを
踏まえて、建替えに向けた基本的な方向性な
どの検討を行い、最終報告書をまとめた。

NPO法人みたか市民協働ネットワークとの協
働により、三鷹市のまちづくりを担う次世代の
市民人財を養成するため、各団体等に呼びか
けて、防災や危機管理、商店街振興や農業と
緑、ＩＣＴなどをテーマに講座を開催。

平成30年度に『2025年問題解決に向けた地域
力創成（仮題）』を出版する予定で編集委員会
（委員長：ルーテル学院大学学長・市川一宏教
授）を立ち上げ検討を進めた。

定期刊行物

（２）活動のマネジメント状況

研究員の業務分担

研究員の専門性
育成の手立て

研究員のキャリアパス等

その他

４　特記事項

ウ　活動の評価とその反映
（複数選択可）

設置市の行政評価制度により評価を受けている

ア　テーマ決定
（複数選択可）

設置市からの要請　
外部有識者等からの助言・示唆
貴団体・組織で、設置市の総合計画等に明記された重要課題から選択　
貴団体・組織で自ら発案
その他（会員の教育・研究機関等からの発案） 

イ　情報発信
（複数選択可）

設置市の議員や幹部職員に、報告や提言を行う
設置市の関係部署に、報告や提言を行う
設置市の庁内の広範囲に、成果物を配布する
報告会を実施する
日常的活動を、ＨＰ・メールマガジン・ニューズレター等で周知する
その他
特に行っていない　

超高齢社会への対応に向けた地域社会研究

検討中

運営委員会等、貴団体・組織の運営に関わる機関から評価を受けている
外部有識者から評価を受けている　
報告会・アンケート等の機会を設けて、評価を受けている  
その他
特にそういう機会はない

検討中

次世代まちづくり人財養成塾

調査研究名
（国の法令により義務づけられている調査で、自治体の
政策の形成や問題の解決のために活用しないものは除

「庁舎等建替えに向けた基本的な枠組みに関
する研究会」

３　活動動向

2017年度に実施した
調査研究


	カルテ用

